
　

去
る
12
月
22
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
平
成
29
年
度
補
正
予
算
と
平
成
30
年
度
当
初
予
算

政
府
案
（
一
般
会
計
）
に
つ
い
て
、
林
野
庁
関
係
分
の
概
要
を
ご
紹
介
い
た
し
ま
す
。

　

平
成
30
年
度
当
初
予
算
（
総
額
２
，９
９
７
億
円
）
に
つ
い
て
は
、予
算
事
情
が
厳
し
い
中
で
、公
共
予
算
は
、

森
林
整
備
、
治
山
事
業
の
い
ず
れ
も
前
年
度
同
額
を
確
保
し
て
計
１
，
９
０
０
億
円
、
非
公
共
予
算
は
新
規

計
上
し
た
林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策
（
２
３
５
億
円
）
な
ど
に
よ
り
対
前
年
度
で
大
幅
な
額
の
上
積
み
を

し
て
計
１
，０
９
７
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
平
成
29
年
度
補
正
予
算
に
つ
い
て
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
・
日
Ｅ
Ｕ
・

Ｅ
Ｐ
Ａ
対
策
、
防
災
・
減
災
対
策
の
強
化
に
必
要
な
額
を
確
保
し
て
計
８
６
２
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

主
要
事
業
ご
と
の
ポ
イ
ン
ト
は
以
下
の
と
お
り
で
す
。

　

平
成
30
年
度
当
初
予
算

１ 

林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策【
２
３
５
億
円（
－
）】　

　

農
林
水
産
業
・
地
域
の
活
力
創
造
プ
ラ
ン（
平
成
29
年
12
月
８
日
改
訂
）

で
示
さ
れ
た
「
新
た
な
森
林
管
理
シ
ス
テ
ム
」
の
下
で
、
森
林
の
経
営
・

管
理
を
集
積
・
集
約
化
し
、
意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
体
を
育
成

す
る
た
め
、
川
上
・
川
中
・
川
下
の
施
策
を
総
合
的
に
実
施
し
ま
す
。

　

川
上
に
お
い
て
は
、
路
網
整
備
・
機
械
導
入
等
を
重
点
的
に
支
援

す
る
こ
と
で
意
欲
と
能
力
の
あ
る
経
営
体
の
生
産
コ
ス
ト
削
減
を
図

る
ほ
か
、
川
中
に
お
い
て
は
、
川
上
・
川
下
と
の
間
の
直
接
取
引
を

促
し
、
加
工
・
流
通
コ
ス
ト
削
減
を
図
り
ま
す
。

　

注
目
す
べ
き
事
業
と
し
て
は
、
主
伐
・
再
造
林
対
策
と
し
て
、
新
た

に
全
木
集
材
、
再
造
林
と
の
一
貫
作
業
へ
の
支
援
を
行
い
ま
す
。
ま
た
、

路
網
整
備
に
つ
い
て
は
本
対
策
（
非
公
共
）
と
併
せ
て
、
森
林
整
備
事

業
（
公
共
（
成
長
産
業
化
路
網
枠
80
億
円
））
も
活
用
し
て
支
援
し
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
ス
マ
ー
ト
林
業
の
推
進
の
た
め
、
①
リ
モ
ー
ト
セ
ン
シ

ン
グ
技
術
で
の
森
林
情
報
の
詳
細
把
握
や
、
②
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た

川
上
と
川
下
の
マ
ッ
チ
ン
グ
な
ど
先
進
的
な
取
組
を
支
援
し
ま
す
。

　

川
下
に
お
い
て
は
、
川
上
の
生
産
拡
大
を
促
す
た
め
に
も
Ｊ
Ａ
Ｓ

無
垢
材
、 

Ｃ
Ｌ
Ｔ
の
調
達
費
の
一
部
支
援
な
ど
新
た
な
手
法
で
木
材

需
要
の
拡
大
を
図
る
こ
と
と
し
、
非
住
宅
分
野
を
中
心
に
他
建
材
か

ら
の
需
要
の
置
き
換
え
を
図
り
ま
す
。

２ 

森
林
・
林
業
人
材
育
成
対
策【
49
億
円（
－
）】

　

  

林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策【
２
３
５
億
円
の
内
数
】

　
「
緑
の
雇
用
」
事
業
に
よ
り
、
林
業
へ
の
就
業
前
の
青
年
に
対
す
る

給
付
金
の
支
給
や
、
新
規
就
業
者
を
現
場
技
能
者
に
育
成
す
る
研
修

を
引
き
続
き
集
中
的
に
支
援
し
ま
す
。

　

他
方
、
従
来
「
緑
の
雇
用
」
事
業
に
よ
り
実
施
し
て
き
た
現
場
管
理

平成30年度当初予算の概算決定TOPICS

01

平成30年度　林野庁関係予算（総括表）
平成 29 年 12 月

区分 平成 29 年度
当初予算額

平成 30 年度
概算決定額

（A）

（29 年度 2 次補正追加額）

補正額（B） A+B

億円 億円 億円 億円

公共事業費 1,900 1,900 521 2,421 

－ （100.0%） －

　一般公共事業費 1,800 1,800 320 2,120 

－ （100.0%） －

　　治山事業費 597 597 195 792 

－ （100.0%） －

　　森林整備事業費 1,203 1,203 125 1,328 
（うち成長産業化
路網枠）80

（うち TPP・日
EU 対策）60

－ （100.0%） －

　災害復旧等事業費 100 100 201 300 

－ （100.0%） －

非公共事業費
1,055 1,097 342 1,438 

－ （103.9%） －

　林業成長産業化総合対策
　（一部公共の成長産業化路網枠）

235
－

　合板・製材・集成材
　国際競争力強化対策
　（一部公共の TPP・日 EU 対策）

400
－

合  計
2,956 2,997 862 3,859 

－ （101.4%） －
（注）１	上記のほか、農山漁村地域整備交付金（917 億円の内数）及び農山漁村振興交付金（101 億円の内数）に、

林野関係事業を措置している。
　　  ２	（　）内の数字は対前年度比。
　　  ３	計数は、四捨五入のため合計とは一致しない場合がある。
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者
の
育
成
な
ど
に
つ
い
て
は
、
経
営
体
と
し
て
の
能
力
向
上
の
支
援
策

と
し
て
、
他
の
事
業
と
一
体
的
に
実
施
す
る
こ
と
で
高
い
効
果
を
上
げ

る
べ
く
、
林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策
の
中
に
位
置
づ
け
ま
す
。

３ 

森
林
・
山
村
多
面
的
機
能
発
揮
対
策【
15
億
円（
17
億
円
）】

　

  

林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策【
２
３
５
億
円
の
内
数
】

　

地
域
住
民
等
に
よ
る
里
山
林
の
保
全
管
理
等
の
取
組
を
、
引
き
続

き
支
援
し
ま
す
。

　

こ
れ
に
加
え
て
、
地
域
の
自
伐
林
業
グ
ル
ー
プ
等
が
行
う
森
林
管

理
等
の
取
組
に
つ
い
て
も
、
将
来
的
に
地
域
に
お
け
る
林
業
経
営
の

集
積
・
集
約
化
に
資
す
る
と
の
観
点
か
ら
、
新
た
に
林
業
成
長
産
業

化
総
合
対
策
の
中
で
支
援
し
て
い
く
こ
と
に
し
ま
す
。

　

平
成
29
年
度
補
正
予
算

１ 

合
板
・
製
材
・
集
成
材
国
際
競
争
力
強
化
対
策〈
一
部
公
共
〉

【
29
補
正
：
４
０
０
億
円
】

　

こ
れ
ま
で
Ｔ
Ｐ
Ｐ
対
策
と
し
て
実
施
し
て
き
た
合
板
・
製
材
生
産

性
強
化
対
策
（
27
補
正
：
２
９
０
億
円
、
28
補
正
：
３
３
０
億
円
）

に
つ
い
て
、
日
Ｅ
Ｕ
・
Ｅ
Ｐ
Ａ
対
策
と
し
て
の
位
置
づ
け
も
加
え
て
、

額
、
内
容
で
拡
充
し
て
い
ま
す
。

　

川
下
の
加
工
流
通
施
設
の
整
備
に
つ
い
て
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
対
策
と
し
て
の

合
板
工
場
等
の
大
規
模
化
に
加
え
、
Ｅ
Ｕ
産
集
成
管
柱
に
対
抗
す
る
た

め
、
①
生
産
性
向
上
の
た
め
の
施
設
・
設
備
の
導
入
、
②
内
装
材
等
の

他
品
目
へ
の
転
換
に
よ
る
集
成
材
・
管
柱
生
産
の
地
域
内
で
の
再
編
を

支
援
し
ま
す
。
需
要
拡
大
策
も
新
た
に
行
い
、
Ｊ
Ａ
Ｓ
無
垢
材
、
Ｃ
Ｌ

Ｔ
の
調
達
費
の
一
部
支
援
や
輸
出
促
進
の
支
援
を
行
い
ま
す
。

　

川
上
の
対
策
と
し
て
は
、
管
柱
等
の
原
料
と
な
る
主
伐
材
の
供
給

に
対
応
し
た
路
網
と
土
場
の
一
体
的
な
整
備
等
も
支
援
し
ま
す
。

　意欲と能力のある経営体に森林の経営・管理を集積・集約化する新たな森林管理システムを構築することが見込まれる地域
を中心として、路網整備・機械導入を重点的に支援するほか、主伐・再造林の一貫作業の推進、川中・川下との連携強化、JAS
無垢材の利用拡大など、川上から川下までの取組を総合的に支援します。

川上 川中 川下
森林所有者 素材生産業者等 製材業者、合板業者等 木材需要者

（JAS無垢製材品等を製造する業者）

川上から川下までの連携による木材の安定供給や流通コストの削減

林業成長産業化地域創出モデル事業
・新たな森林管理システムを活用して先進的に取り組む地域をモデルとして支援

　川上・川下連携による成長産業化支援対策　【2,481百万円】

　ICT、人づくりによる成長産業化支援対策
・ICTの活用支援（需給マッチング、路網整備の効率化のための人材育成等）
・「緑の雇用」による施業現場の管理者の育成や労働安全対策

　森林整備事業
（成長産業化路網枠）【8,000百万円】

・木材を低コストで安定供給する体制を整備するため、意欲と能力のある経営体
等が行う設備投資等に対する融資を充実

林業・木材産業金融対策　【698百万円】

木材需要の創出・木材産業活性化対策
・新たな需要につながる非住宅分野を中心とした JAS無垢材、CLT等の利用促進
・高付加価値製品による海外需要の開拓
・CNFなどのマテリアル開発支援等

　林業・木材産業成長産業化促進対策　【12,290百万円】

〈持続的林業確立対策〉

新たな森林管理システムを構築する地域に対し重点的に支援

〈木材産業等競争力強化対策〉
意欲と能力のある経営体との連携を前提に支援

●路網整備
・	木材の搬出コストを低減するための

基盤整備
●高性能林業機械導入（購入、リース）
●搬出間伐の推進
●資源高度利用型施業
・	主伐時の全木集材、それと一貫して

行う再造林の実施
●コンテナ苗生産基盤施設等整備
・	造林のコスト削減に資するコンテナ

苗の安定供給

●意欲と能力のある経営体の育成
・主伐を行う素材生産業者等の規模拡大

等を支援
●森林整備地域活動支援交付金等
・	施業の集約化に向けた境界の明確化
・	地域の自伐林家等への支援
●林業成長産業化地域保全対策事業
・	山村地域の防災・減災対策
・	森林資源保全対策（鳥獣害、病虫害対

策等）

●木材加工流通施設等の整備
・	需要者ニーズに対応した木材製品の安定的・効率的な供給体制を構築
●木造公共建築物等の整備
・	CLTの活用など木材利用のモデル性が高い施設の木造化・木質化を重

点的に支援
●木質バイオマス利用促進施設の整備
・	地域連携の下で熱利用又は熱電併給に取り組む「地域内エコシステ

ム」を重点的に支援
●特用林産振興施設の整備
・	地域経済で重要な役割を果たすきのこのほだ場など特用林産物の生

産基盤等の整備を支援

民国連携

民国連携

民国連携

民国連携

工務店　建設会社　ハウスメーカー等
（需要の開拓に意欲のある者）

（意欲と能力のある経営体）

林業成長産業化総合対策 【平成 30年度予算概算決定額
23,470百万円】

連携 連携
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２ 

「
ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
」
利
用
推
進
事
業

【
29
補
正
：
２
億
円
】

　

ク
リ
ー
ン
ウ
ッ
ド
法
（
合
法
伐
採
木
材
等
の
流
通
及
び
利
用
の
促

進
に
関
す
る
法
律
）
に
基
づ
く
木
材
関
連
事
業
者
の
登
録
が
昨
年
11

月
に
始
ま
っ
た
こ
と
も
踏
ま
え
、
合
法
性
確
認
に
資
す
る
生
産
国
の

関
連
情
報
の
収
集
や
登
録
促
進
の
た
め
の
取
組
を
実
施
し
ま
す
。

　

公
共
事
業（
30
年
度
当
初
、
29
年
度
補
正
共
通
）

１ 

森
林
整
備
事
業〈
公
共
〉

【
１
，２
０
３
億
円（
１
，２
０
３
億
円
）、
29
補
正
：
１
２
５
億
円
】

　

意
欲
と
能
力
の
あ
る
林
業
経
営
体
や
同
経
営
体
が
森
林
の
経
営
・

管
理
を
集
積
・
集
約
化
す
る
地
域
に
対
し
、
間
伐
や
路
網
整
備
、
主

伐
後
の
再
造
林
等
を
重
点
的
に
支
援
し
ま
す
。

　

特
に
、
幹
線
と
な
る
林
道
を
新
た
に
支
援
す
る
ほ
か
、
伐
採
と
造

林
の
一
貫
作
業
シ
ス
テ
ム
、
列
状
間
伐
の
導
入
等
を
通
じ
た
森
林
整

備
の
低
コ
ス
ト
化
を
推
進
し
ま
す
。

２ 

治
山
事
業〈
公
共
〉

【
５
９
７
億
円（
５
９
７
億
円
）、
29
補
正
：
１
９
５
億
円
】

　

九
州
北
部
豪
雨
等
を
踏
ま
え
て
、
集
中
豪
雨
、
流
木
被
害
に
対
す

る
山
地
防
災
力
を
高
め
る
た
め
、
荒
廃
山
地
の
重
点
的
な
復
旧
・
予

防
対
策
、
総
合
的
な
流
木
対
策
の
強
化
等
に
よ
り
事
前
防
災
・
減
災

対
策
を
推
進
し
ま
す
。

　

九
州
北
部
豪
雨
等
を
受
け
て
緊
急
点
検
を
実
施
し
、
こ
れ
に
よ
り
選

定
し
た
全
国
約
１
，
２
０
０
地
区
に
お
い
て
、
林
野
庁
に
設
置
し
た
「
流

木
災
害
等
に
対
す
る
治
山
対
策
検
討
チ
ー
ム
」
の
中
間
取
り
ま
と
め
を

踏
ま
え
、
流
木
捕
捉
式
治
山
ダ
ム
の
設
置
等
の
総
合
的
な
流
木
対
策
を

推
進
し
ま
す
。

　林業・木材産業等関係者の参画により都道府県が作成する「体質強化計画」に基づき、生産・流通・加工
コストの一体的な削減のための取組等を支援し、合板・製材・集成材等の木材製品の国際競争力の強化を
図ります。

概 要

　　　　　合板・製材・集成材国際競争力強化対策 【平成 29年度補正予算額：
40,000百万円】

原木の低コスト供給対策

●	原木を安定的に供給するための間伐材生産
●	管柱等の原料となる主伐材供給にも対応し

た路網整備、高性能林業機械の導入

木材産業の体質強化対策

●	大規模・高効率化や低コスト化に向けた
加工・流通施設の整備

合板・集成材工場等 製材工場等
木材製品の消費拡大対策

●	非住宅分野を中心とした建築物における
JAS構造材※の消費拡大に向けた取組への
支援

	 ※ JAS格付実績が低位な、人工乾燥機械等級区
	 　分製材、２×４製材、CLT

体質強化計画に参画する意欲と能力ある経営体に対して都道府県経由で支援するとともに、消費拡大対策を実施

●	幹線となる林業生産基盤整備道等の路網
整備と搬出間伐の実施

森林整備事業（公共）

●	工場間連携や他品目への転換
を促進するための加工・流通
施設の整備

木材産業の体質強化対策

主伐材供給に
対応した路網

再編
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